






The First Fukushima Nuclear Power Plant Accident’s Influence on 
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に怯えながら子育てをしてきた。県による除染は 2018 年 3 月に終了したが、同年 4 月
時点で避難している子どもの数は 17,487 人に上る（福島県 2018）。2017 年 4 月には富






















性（2 名）。およびそうした女性たちを支援した助産師（福島市 2 名、いわき市 1 名）。
③調査時期と回数：2015 年 12 月から下調査を開始し、2018 年 2 月以降に本調査を実











いて見ていきたい。当事者 6 人の中で震災時に妊娠中だった人は 3 名である。




















る。結局 A は避難先で 6 週間の入院生活を送ることになった。









































































































































た。ただ 4 月から 5 月にかけての調査では福島県・茨城県・東京都などの女性からセ














途絶えながらの B の語りには、言いづらさと他者への配慮がうかがえる。B は母乳



















ば、県内で母子健康手帳を交付された平成 28 年度の調査回答者 7,326 人を対象とした
調査において、（1）先天奇形・異常の発生率は 2.55％（前年度 2.24％）で、一般的な
発生率（3～5％）と差がなかった。（2）先天奇形・異常の中で最も多かった疾患は心
臓奇形 0.91％（前年度 0.75％）で、自然発生率（約 1％）と変わらず、（3）低体重児
の割合は 9.5％（前年度 9.8％）、早産は 5.4％（同 5.8％）で、いずれも人口動態統計を
基にした低体重児の全国平均 9.4％、早産 5.6％とほぼ同様だった （8）。
一方、米国 Medicine 誌に掲載されたドイツと日本の研究者による論文では、人口
動態統計を元に放射性物質の影響が出ていると報告 （9）されている。そこでは、原発事
故後 9 ヶ月から 10 ヶ月後に放射線量の高かった 9 都県（岩手・宮城・福島・栃木・群
馬・茨城・埼玉・千葉・東京）で早期死亡（妊娠 12 週以降生後 1 歳未満）及び周産期







ここで厚生労働省人口動態統計から福島県の 2011 年～2015 年の乳児・新生児・周
産期の死亡率、死産率、人工妊娠中絶率（表 1）を検討してみたい。医療問題研究会
小児科学会が指摘しているように、周産期死亡率は 2012 年から 2 年間上昇している。
また 2015 年の乳児死亡数は 34 人で、前年より 7 人増加（乳児死亡率 2.4）。新生児死
亡率は 15 人で、前年より 5 人増加（新生児死亡率 1.1）。周産期死亡数は 72 人で、前
年より 23 人増加（周産期死亡率 5.1）。死産数は 360 胎で、前年より 16 胎増加（死産
率 24.7）しており、これらの数字は全国 5 位から 7 位と高い水準にある。周産期死亡












の発生率は 2011 年から 2013 年に 2.85～2.35％で、一般的な発生率 3～5％に比べむし
ろ低かった」 （11）と発表しているが、国際モニタリングセンター日本支部のデータベー










項目／年 2010 2011 2012 2013 2014 2015
出　生　数 16,126 15,072 13,770 14,546 14,517 14,195
出　生　率 8.0（35 位） （3） 7.6（37 位） 7.0（44 位） 7.5（35 位） 7.5（32 位） 7.5（32 位）
乳児死亡数 49 34 30 24 27 34
乳児死亡率 3.0（5 位） 2.3（24 位） 2.2（26 位） 1.6（41 位） 1.9（35 位） 2.4（6 位）
新生児死亡数 19 10 13 9 10 15
新生児死亡率 1.2（14 位） 0.7（42 位） 0.9（31 位） 0.6（45 位） 0.7（36 位） 1.1（7 位）
周産期死亡数 75 54 63 78 49 72
周産期死亡率 4.6（10 位） 3.6（39 位） 4.6（8 位） 5.3（2 位） 3.4（33 位） 5.1（5 位）
死　産　数 487 401 388 385 344 360
死　産　率 29.3（7 位） 25.9（16 位） 27.4（8 位） 25.8（8 位） 23.1（18 位） 24.7（7 位）
人工妊娠中絶数 （1） 3,739 3,761 3,656 3,233 3,211 3,038
人工妊娠中絶率 （2） 10.6（6 位） 10.0（7 位） 10.0（6 位） 9.0（7 位） 9.1（7 位） 8.9（5 位）
出典：厚生労働省人口動態統計及び厚生労働省衛生行政報告例から筆者作成

























平成 28 年度「妊産婦に関する調査」では、うつ傾向の母親は震災後の 2011 年度は全
体平均で 27.1％、2016 年では 21.1％となっており、大きな減少は見られないのが現状
だ。とりわけ相双地域は他の地域よりも高く、2016 年も 25％を超えており、「不安を


































（3） 国連人権委員会は 2018 年 11 月 25 日、日本政府が避難指示地区を年間被曝線量 20 ミリ
シーベルト以下とする要件で解除しようとしていることに対し、年間 1 ミリシーベルト以
下が適切だとし、子どもや出産年齢にある女性の帰還を見合わせるよう、政府に要請する
声明を発表している。（東京新聞 2018 年 11 月 26 日）
（4） 告知文には「おなかの赤ちゃんに影響がでる放射線量は、国際放射線防護委員会 ICRP 報
告では 100mSv とされています。また、米国産婦人科学会や我が国の産婦人科学会（ママ）






12 月 12 日）
（5） キャリアブレインニュース 2011 年 5 月 20 日、https://www.cbnews.jp/news/entry/34177
（最終アクセス 2018 年 12 月 12 日）
（6） 母乳検査は助産師会以外の民間団体の窓口でも実施されていた。助産師による電話相談は、
避難者だけではなく県内在住の母親を対象に行われている。
（7） 2012 年には 559 件あった検査依頼は、年々減少し、2016 年には 8 件になっている。
（8） 筆者が 2018 年に行なったインタビューで周産期医療の医師は「これまでの臨床の中で、先
天奇形や低体重児が増えたという印象はまったくない」と答えている。
（9） Scherb H, Mori K, Hayashi K. Increases in perinatal mortality in prefectures contaminated 
by the Fukushima nuclear power plant accident in Japan: A spatially stratified longitudinal 
study. Medicine. 2016 Sep; 95(38)
（10） この論文は 2016 年に米国『Medicine』誌に発表されたドイツの研究者と日本の小児科医
による論文に加筆されたものである。




（12） 調査は横浜市立大学医学研究科が中心となり、全国の特定の出産施設で年間 7 万～11 万人
の出産に対して実施されている。





亡率が増加 ─ ドイツ・日本の共同研究で明白に !」医療問題研究会
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